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6３ 

〔書評〕

伊藤嘉博編「企業のグローバル化と管理会計」中央経済社('995年）

佐藤康男

を明らかにするというアプローチも考えられる。

しかし，これは後述するように，Ｉ]本企業の会計

実務の実態を明らかにするよりも，ペーパーのた

めの抽象理論にならないように注意しなければな

らない。

このような時期に本書が出版されたことは注目

に値するし，しかも若い研究者達の協同作業によっ

ていることも新鮮さを増している。ここに，その

内容を紹介し，私見を交じえて書評するゆえんで

ある。

まず最初に，本書全体の構成と執筆者名を掲げ

ておこう。

序章グローバル管理会計の課題

（成膜大学・伊藤嘉博）

第１章日本企業のグローバル化に関する実

態調査（神戸大学・岩淵吉秀）

第２章国際化企業の予算管理

（関東学院大学・伊藤博）

第３章海外子会社の業績評価

（東京都立商科短期大学・上條秀三）

第４章原価企画の海外移転

（成践大学・伊藤嘉博）

第５噺国際振替価格と移転価格税制

（成膜大学・成道秀雄）

第６章国際化企業における盗源依存関係と

マネジメント・コントロール

（神戸大学・岩淵吉秀）

第７章ゼクセル社のグローバル戦略とマネ

ジメント・コントロール・システム

（松商学院短期大学・田中浩）

第８章ＮＥＣ社のグローバル化とマネジメ

ント・コントロール・システム

（和光大学・挽文子）

第９章横河電気（株）の海外事業展開と管

理会計（文教大学・志村正）

（１） 

バブルの崩壊によって日本企業の海外現地法人

の設立数は80年代の後半と比較するとかなり減少

している。しかし，1994年末からの急激な円高に

よって日本メーカーは生産拠点ばかりでなくｉ研

究開発拠点まで海外に移転しており，いわゆる国

内空洞化の問題は議論の段階ではなく，失業率の

増大という現実に直面している。したがって，製

造業に限定してみると，海外直接投資はバブル崩

壊後も急激な減少はみられない。それは円高によ

る海外への進出と，すでに進出している現地法人

の生産能力の拡大がなされたからである(';。

現在，日本企業の海外現地法人は16,000社一

日本企業または日系現地法人による出資比率の合

計が1096未iiMiの現地法人を除く－ほどである

が，1986年から５年間が設立のピークであり，地

域的には北米，欧州およびアジアの三極状況となっ

ている。しかし，アジアでの件数がこの数年間増

加しており，とくに製造業はその傾向が強い。

このような日本企業の海外進出にともなって，

管理会計の領域にも新しい問題が発生している。

海外現地法人をいかに管理するかという問題は，

会計数値による現地法人の業績評価にほかならな

い。これは日本企業の事業部制のもとでの管理会

計と類似しているが，現地法人はたとえ日本の親

会社の100％出資であるとはいえ，別会社である

ので状況は異なっている。

また，海外現地法人の増大にともなってダンピ

ングや税転価格の問題も発生している。これは財

務会計とも関連しているが，原価計算の問題を絡

んでいるために管理会計の領域にも関連している。

また，日本的経営の海外移転の問題とも論議され

るにつれて，いわゆる日本的管理会計というもの

があるならば，それを通して日本企業の経営方法
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第10章不二サッシ（株）のグローバル戦略

と管理会計（北九州大学・望月恒男）

第11章Ｚ社の海外事業展開と経営管理シス

テム（早稲田大学・長谷川恵一）

終章グローバル管理会計の現状と将来展

望（成践大学・伊藤嘉博）

また，グローバル管理会計の意義としては，

「国際化企業に固有な行動様式や組織特性を分析

の枠組みに取り込んでいかなければならない」と

しているが，これはいわゆる“国際（比率）経営

学”から影靭を受けたものであろう。しかし，日

本企業の現状をみると，個々の企業のケースとし

てはある程度の特徴を抽出することはできるが，

そのようなケースは限定される。それはやはり本

来の意味でのグローバル企業は少ないからである。

第１章は日本企業の実態調査が示されており，

その内容はかなり多岐にわたっているので，その

なかで興味あるひとつだけを取り上げることにし

よう。

まず，Bartlett＆Ghoshalの見解にもとづいて，

グローバル・ネットワークという観点から企業を

つぎの四つの国際戦略のタイプに分類する。第１

は海外子会社の自律性が高く，現地の特殊事情に

迅速に対応するタイプのマルチナショナル企業で

あり，第２は規模の経営とグローバルな効率性を

ねらった中央集権型企業であるグローバル企業で

ある。そして第３のタイプは能力（重要である）

のコアは中央に集中させるが，他は分散させるも

のでありインターナショナル企業と呼んでいる。

第４はトランスナショナル企業と呼ばれ，事業単

位の専門化が進み，分散しながらも相立依存`性が

強いタイプである。

さて，日本企業をこれら四つのタイプに区分す

るために，アンケート調査で17項目の質問を行い，

それに対して７点法によるリッカート・スケール

ポイント法での回答を要求している。つまり，質

問事項に対して「まったくそうではない」には１ｐ

｢どちらともいえない」には４，「まったくその通

り」には７という数字で答えることになっており，

それ以外の数字は回答者の判断にまかされている。

この結果のデータについて主成分分析を行い，

｢世界市場の統合度」と「海外現地市場の特殊性

の重視」の二つの因子を導き，それにもとづいて

クラスター分析をしている。そして，最終的に

グローバル企業を除いた三つのタイプに区分して

いる。

このようなアプローチは一見，科学的方法にも

とづいているようにみえ，アメリカの博士論文で

は多く用いられているが，多くの批判もなされて

（２） 

序章では日本企業の海外進出の現状と，それに

ともなうグローバル管理会計の意義について述べ

られている。前者に関する記述のなかで，日本企

業の海外進出には日本本社の影響が強く感じられ，

それが現地先でさまざまな問題を生じさせている

としている。しかし，これは日本企業の海外進出

の歴史が浅いことが主とした原因であり，早くか

らグローバル化に着手したソニーや本田技研など

は現地化に成功している。また，新聞報道を引用

して「日本企業の本社では，国内の環気低迷によ

る売上減や利益の減少を海外子会社への原材料の

販売のみならず，技術指導の名目で当該子会社と

の取引から一定のマージンを取るという形で補っ

ているところも出てきている。なかには海外子会

社の売上げの３％から５％が本社へのロイヤルティー

というケースすら珍しくない」と述べ，あたかも

日本企業の親会社の身勝手な都合でなされている

かのように醤かれているが，研究開発饗，本社管

理費およびデータ・プロセシング費などは欧米の

企業のほうが，はるかに海外現地法人に配賦して

いる比率が高いのである(2)。もちろん，これも移

転価格税制の対象となるので，むやみに高くは設

定できないが，上述の費用などはロイヤルティー

の設定にさいして現地法人と協議して契約して成

文化すれば，現地政府も認めるようになっている。

欧米企業の日本法人の実態は調査されていないが，

その額は日本企業よりもはるかに高いといわれて

いる。親企業の研究開発費や本社費は当然に海外

現地法人からも回収すべきであり，そのことは非

難されるべきではない。ただ，契約せずに徴収す

ることは，移転価格にナーバスな米国などでは問

題になるし，アジア諸国でも現地人には横暴に写

るであろう。最近の新聞報道によると，ＯＥＣＤ

は適切なロイヤルティーの容認を勧告している。
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予算編成の方法，業績報告の頻度，業綴評価のた

めの為替レートなどについて述べられている。こ

こでもやはり，すでに述べたような危倶が生ずる。

また，国内管理システムの海外移転についての調

査報告もなされているが，これは果たして出資比

率でマジョリテイーのある海外子会社を対象にし

ているのかどうか明らかでない。マジョリテイー

のある現地法人のときにのみ親会社の管理会計手

法が移転できるからである。

第３章は前章の続編ともいうべき海外子会社の

業績評価について述べている。これもアンケート

調査の結果であるが，質問事項に疑問がある。業

績評価は予算管理の一環としてなされるべきもの

である。すなわち，予算編成，実（業）綴報告，

評価というサイクルによってなされるので，予算

管理に関する質問項目と密接に関連していなけれ

はならない。しかし，第２章と第３章ではそれら

の関連はあまり考慮されていないように思える。

いる。このリッカート・スケールポイント法は，

もともとマーケッティングの領域のために開発さ

れたものである。たとえば、“あなたはコカコー

ラは好きか，，という質問に対して，消費者が「非

常に好き」のとき７．「まったくきらい」のとき

1で回答したとしよう。それらを集計して，コカ

コーラがどのような年令層で，どの程度好かれて

いるかなどを分析することは問題ない。それぞれ

の消費者がそのような主観にもとづいて腓入する

からである。

しかし，これが経済学や会計学の研究領域に使

用される場合には大いに問題がある。たとえば，

本書におけるこの質問項目の最初に「海外子会社

は独立して事業を展開し，各国市場の動きに敏感

に対応する」というのが掲げられている。これに

対して，このアンケート調査の回答者一一般

には大企業の部長や課長クラスが回答することは

ない－は自分の主観にもとづいてｌから７ま

での数字で回答するｃしかし，ここに示されてい

る質問項目はほとんど企業のトップクラスでなけ

れば回答できないものである。しかしこの調査

では，この回答にもとづいてその企業のタイプが

決定されてしまうのである。もし，同じ企業でも

回答者が異なったならば，その企業は別のタイプ

に区分されるかもしれないのに……。

評者は会計手法に関するアンケート調査を実施

するさいには，できるだけ主観的な回答が入らな

いような質問項目を作成することに留意している。

つまり，事実に関する質問ならば，回答者が誰で

あっても，その回答内容は不変だからである。た

だ，この場合でも事実をよく把握していない回答

者の場合には，どうすることもできないが……。

この方法はアメリカで経営学や会計学の領域で

博士号を最産するのに役立っている。それはあま

り時間や費用もかかわらなくて論文が作成できる

からである。７０年代から80年代にかけては教室で

大学（院）生を回答者とするさまざまなアンケー

ト調査が実施され，論文が量産された。しかし，

最近ではこの方法に対する批判も多く，少なくと

も一流ジャーナルに掲載されることは少なくなっ

ている。

第２章はグローバル化した日本企業の予算管理

の実態調査の結果が示されている。海外子会社の

(３） 

第４章は日本の自動車メーカーが考案したいわ

ゆる日本的管理会計の代表的手法である原価企画

の海外移転について述べている。これは国際経営

学で日本的経営の海外移転が論じられたものと並

行している。これもアンケート調査の結果にもと

づいているが，とくに日本的経営システムー

管理会計手法とはいえない－の代表的な三つ

の手法，すなわちＱｃサークルなどの小集団活動，

JITなどの生産システム，デザインイン，原価企

画などの製品開発システムを海外子会社でも採用

しているかどうかを質問している。

すでに述べたように，回答はリッカート・スケー

ルポイント法によってなされており，「まったく

その通り」が７，「どちらともいえない」が４，

｢まったくそうでない」が１を記入するようになっ

ている。結果はＱＣの平均値4.188,ＪＩＴが4.319,

原価企画が3.901となっている。いずれも平均値

が小さく，とくに原価企画はそうである。これは

海外子会社では新製品の開発はまだなされていな

いのが現状であるから，このような結果になった

といえる。

しかし，このアンケート調査の結果をわれわれ
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'よどのように判断したらよいのであろうか。平均

値が4.2というのは「どちらともいえない」に近

い数値であるが，これは適用している子会社もあ

るし，していない子会社もある，というように解

釈するのか，あるいは日本と同じようには適用し

ていないが，ある程度その考えを導入していると

判断すべきなのか明確でない。たとえば，１０社と

か，２０社以上の海外子会社をもつ企業の回答者が，

これらの質問に答えられるだろうか。またそれが

可能だとしても，それらをすべて平均してひとつ

の数値で回答できるだろうか。これまでも述べて

きたように，このリッカート・スケールポイント

法は，企業の実態を示しているとはいえないので

ある。

第５章は日米貿易摩擦の典型的なものとして最

近10年間におけるもっともエポック・メーキング

な話題を提供している移転価格について述べてい

る。これもアンケート調査の結果にもとづいて述

べているが，質問はそれぞれ関連`性がなく９項目

が掲げられている。そして，それを集計の段階で

移転価格設定の目的，自由な移転価格設定が行わ

れない理由，移転価格設定における留意事項一

本文では国際振替,価格になっている－の三つ

に区分されている。

移転価格設定の目的として「ローカルコンテン

ツなど進出先の政府規制を回避するために国際振

替価格を積極的に利用している」という項目があ

るが，評者にはこの意味内容はまったく理解でき

ない。周知のように，ローカル・コンテンツとは

現地での部品調達率のことであり，これを回避す

るために移転価格をどのように利用するというの

だろうか。ローカルコンテンツを上げるために，

輸出部品の移転価格を低く設定するようなことは

あり得ないのであるから……。移転価格を設定す

る目的は国内の事業部間の振替価格の場合と同じ

ように，正しい損益計算一親会社と海外子会

社にとって－をするためである。それは結果

的に両国間の公平な租税分配と現地法人の業績評

価につながるのである。

また，「弾力的に国際振替価格を設定する」と

いう文章が二つの質問事項にみられるが，この

“弾力的に，,という意味を評者は理解できない。

そして「弾力的に国際振替価格の水準を変化させ

るメリットはほとんどない」という項目があり，

これに対して「移転価格課税のリスクを犯してま

で，利益最大化を目指した国際振替価格を設定す

るメリットはないということとも受け取れよう」

と述べてあるが，これなども評者には理解に苦し

むところである。逆にいえば，法律を犯してもメ

リットがあれば，企業は不適当な移転価格を設定

すると錐者はいいたのであろうか。

また，米国における国際振替価格の課税規定に

ついても述べているが，非常にわかり易く，この

種の譜物には格好の手引といえよう。いずれにし

ても，この移転価格の問題は複雑で多岐にわたっ

ており，完全な解決はむずかしくＯＥＣＤの協議

も進まない。ＯＥＣＤのメンバーも近く増えるし，

メンバーでない中国などもこの問題に注目してい

る。もし，中国で移転価格制度が施行されたとし

たら，わが国の企業は壊滅的な打繋を受けるであ

ろう。

第６章はグローバル企業の国際戦略を明らかに

することが管理会計の目的であるとして，資源依

存パースペクティブというパラダイムから仮説を

導いている。掲げられている仮説そのものは「国

際化企業において，海外子会社が本社に対して資

源依存の度合が高いほど意思決定プロセスにおけ

る本社の影響力が強くなる」というようにきわめ

て常識的なものであるが，第１章と同じ手法によっ

て検証されている。

これはすでに述べたように国際経営（戦略）論

で採用される手法であるが，仮説一検証というプ

ロセスに科学的方法論が見い出されるので，研究

者が好んで用いるアプローチである。ここに示さ

れているような内容が会計のジャーナルに掲載さ

れているのを評者は寡聞にして知らない。もちろ

ん，このような内容が管理会計の領域に属するの

か，あるいは経営学に含まれるのかという論議は

不毛であるが……。

（４） 

第７章はディーゼルエンジン用燃料噴射装置専

門メーカーであるゼクセル社（旧ヂーゼル機器株

式会社）のグローバル戦略とマネジメント・コン

トロール・システムについて習:かれている。同社
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の海外子会社は現地企業との取引が多く，いわゆ

るローカライゼーションが進んでいることが示さ

れている。

第８章はＮＥＣのグローバル化について述べ

られており，とくに海外子会社のマネジメント・

コントロール・システムとして有名なＧＭＭＳ

(groupmanagementsupportsystem）にもふれ

ている。ＮＥＣはわが国の企業でもグローバル化

が比較的早くから進んだ会社として知られており，

しかも日米合併企業第１号としてスタートした経

緯から，アメリカの進んだ会計手法を今世紀初め

から導入している。

第９章は横河電機（株）のグローバリゼーショ

ンについてであり，第10章は不二サッシ（株)，

第11章は社名は明記されていないが，部品メーカー

の海外事業展開について述べられている‘これら

ケース・スタデイーであるので，とくに内容にふ

れる必要はないと思われるので，ここでは省略す

ることにしよう。

しかし，評者は日本企業の海外現地法人の実態

と本社との関係は，このような訪問調査によって

より成果が上がると思っている。本書の前半で展

開されているようないわゆる日本企業の国際経営

戦略の分析という視点を，この調査に加えたなら

ば，アンケート項目の作成にも役立ったと思う。

つまり，これらの訪問調査はアンケート調査の準

備段階として位置づけたらと考える。終章は「グ

ローバル管理会計の現状と将展望」ついて編者が

書いている。今後，問題となる項目としてはカン

トリー・リスクやＰＬ法にともなう品質原価計算，

ライフサイクルコステングなどをあげている。

いつの時代でも新しい問題領域が生まれたとき

には，とにかくあらゆるものを取り込む傾向があ

る。ＰＬ法にしても，会計研究者が述べている内

容は法律学者の論文からの引用にすぎない。しか

し，管理会計からの視点が入っていれば，それは

いずれ別の形で実を結ぶことになろう。したがっ

て，現在の段階ではグローバル企業が直面してい

るさまざまな問題を管理会計の領域に取り入れる

ことは意味のあることである。

評者の書評はいくぶん厳しいものになっている

が，それはこの分野の研究を通して日本的管理会

計の究明と確立を期待しているからにほかならな

い。それと研究アプローチであるが，統計手法に

よる分析をとっていても結果がまったく単純で，

常識的なものならば，その価値はどこに見い出し

たらよいのであろうか。その導出のプロセスが重

要であることはわかるが……。

本書で使用されているリッカート・スケールポ

イント法は，米国の研究者の間でもかなりの批判

がある。たしかに，ペーパーの量産には役立って

いるが，その結果は実務とはかけ離れたものになっ

てしまうことがある。本書の編者である伊藤嘉博

氏はわが国の若手研究者を代表する管理会計研究

者であり，多くの論文を発表している。また，執

筆者をみてもわが国の代表的な管理会計研究者で

ある伊藤･博氏を除くと岩淵吉秀氏をはじめとして

すぐれた若手研究者からなっている。今後もさら

にこの分野を発展させてゆかれることを期待する。

その切り口は，やはり産学協同による研究に依存

せざるを得ないであろう。

（１）たとえば，９１年から93年までの３年間の製造

業の直接投資件数と金額はつぎのようになって

いる。

９１年1,338件12,311（百万ドル）

９２年1,318件10,057（百万ドル）

９３年1,390件11,132（百万ドル）

たしかに，海外現地法人の設立件数は90年の

1,509件をピークに減少を続けているが，製造業の

投資案件は激減しているわけではなく，むしろウ

エイトは増加している。

Ｃｆ．「海外進出企業総覧-1994年版」東洋経済

新報社

（２）Cf、佐藤康男「日本企業の海外現地法人の管

理一現地会計担当者と移転価格の問題」経営志

林，第29巻第２号（1992年７月）pPll2-113．

＊本稿の校正の段階で石川昭・佐藤宗彌・田中隆

雄繍著「現代国|祭会計」（税務経理協会）が出版き

れた。これは財務会計と管理会計の二つの領域を

含んでいるが，このようなテーマがわが国でも広

がりつつあることを示している。
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